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労働者災害補償保険
について



業務中の災害

労働者災害補償保険法とは （昭和二十二年四月七日法律第五十号）
法 律

第一章 総則

第一条 労働者災害補償保険は、業務上の事由又は通勤による労働者の
負傷、疾病、障害、死亡等に対して迅速かつ公正な保護をするため、必
要な保険給付を行い、あわせて、業務上の事由又は通勤により負傷し、
又は疾病にかかった労働者の社会復帰の促進、当該労働者及びその遺族
の援護、労働者の安全及び衛生の確保等を図り、もつて労働者の福祉の
増進に寄与することを目的とする。

被災労働者の
保護・社会復帰

が目的
通勤中の災害

重要！
※労働者とは、労働基準法第9条「職業の種類を問わず、事業または事務所に使用される者で賃金を支払われる者」



労災保険の対象者について

労働者であること。

正規職員、嘱託、臨時、パート、アルバイト、フリーター
等の雇用形態は問わない。

対象者

●事業主

●事業主と生計を同一にする親族

●法人の取締役 等

非対象者

労働保険事務組合や
一人親方団体に加入

さらに「特別加入」で
労災保険の適用者

特別加入

例
外



業務災害に関する保険給付は次に掲げる保険給付とする。
（通勤災害については同21条に規定あり）

一 療養（補償）給付

二 休業（補償）給付

三 障害（補償）給付

四 遺族（補償）給付

五 葬祭料

労働者が業務・通勤災害によって負傷・疾病し、
療養する場合に支給される保険給付

業務・通勤上の負傷または疾病により療養し、その療養
のため労働することができない場合に支給される保険給付

業務・通勤上の傷病が治ゆした後、障害が残った場合に
支給される保険給付

業務・通勤上の災害で亡くなった場合に支給される保険給付

業務・通勤上の災害で亡くなった場合に労働者の葬祭を
行う者に対して、その請求に基づき支給される保険給付

労災保険給付の種類 （第十二条の八 第七条第一項第一号）
法 律



労災診療費の算定基準
と診療単価について



労災診療費は健康保険の診療報酬点数表を基準とし、労災診療の特殊性
等を考慮した独自の措置が講じられている。

非課税医療機関＝法人税法で医療保険業に課税されない医療機関（国公立等）
詳細は労災診療費算定基準本P35,36参照

労災診療費の算定基準と診療単価① 労災特例

●患者が業務上の災害であるか確認
●療養継続の治療効果の確認
●治療効果が認められない場合の
症状固定（治ゆ）の判断

を確認や判断が求められる

１.労災診療費の特殊性等を考慮した評価

●健康保険より高く定められた
初診料、再診料、処置等の金額
又は点数

●労災保険の診療単価
課税医療機関 １点１２円
非課税医療機関１点１１円５０銭



労災診療費の算定基準と診療単価② 労災特例

●被災労働者の労働能力の回復

●早期職場復帰を目的としている

３.被災労働者の早期職場復帰に資する独自項目の設定、評価

●リハビリテーションに対する
評価の充実

●職場復帰を支援する指導の充実

●労働災害では工場などでの四肢
に係る重度の創傷が多い

●創面が汚染されている

２.労働災害による傷病の複雑さ等を考慮した独自項目の設定、評価

●四肢の傷病に係る手術等の加算

●初期治療への加算



初・再診料に関する
特例について



支給事由となる
災害につき
算定できる

重要！

初診料 ３,８２０円（初診料注５ただし書き１,９１０円） 労災特例

健保とは異なり、点数ではなく金額の３,８２０円で算定する。

支給事由となる災害の発生につき算定できる。

健保点数表の初診料 注５ただし書きに該当する場合は、１,９１０円
を算定する。

健保の初診料
２８８点

時間外、深夜
休日加算 等

あわせて算定可



労災保険において継続診療中に
新たな労災傷病にて初診を行った場合

翌日以降の再診に
ついては主たる
傷病で再診料を

算定する

併せて、継続診療
中の労災傷病の
再診料も算定可

同一の医師
同一診療科でも
初診料の算定可

１　健康保険の初診日と労災保険の初診日が同一日の場合

　（１）健康保険が主傷病の場合 （２）労災保険が主傷病の場合

4/1 4/1

（初診） （初診）

初診料 初診料

２　労災保険で継続療養中に、新たな労災傷病の初診を他科で行った場合

　（１）労災保険の再診日と新たな労災保険の初診日が別の場合

4/1 4/14 5/1

初診料 再診料 再診料
4/25

初診料

　（２）労災保険の再診日と新たな労災保険の初診日が同一日の場合

4/1 4/14 5/1

初診料 再診料 再診料

4/14

初診料

初診料の算定例

○：当科における最初の受診日、●：当科における２回目以降の受診日

健康保険 A科

労災保険 Ｂ科

（１）、（２）ともに労災保険の支給事由発生につき、Ｂ科で初診料（3,760円）が算定できる。

労災保険 Ｂ科 ● ●
業務中に転倒し脛骨骨折
（通院）

労災保険 Ｃ科 　業務中に転落し脳挫傷

労災保険 Ｂ科 ● ● 　業務中に転倒し脛骨骨折

労災保険 Ｃ科 　業務中に転落し脳挫傷

（１）、（２）ともに労災保険でＢ科診療中であっても、新たな支給事由が発生した場合は、Ｃ科で初
診料（3,760円）が算定できる。なお、同一の診療科であっても算定できる。

整形

整形

通勤途上、駅の階段で足関節
を捻り、捻挫

業務中に、重量物の運搬の際
に、腰部捻挫

重要！



救急医療管理加算 入院 ６,３００円
※入院については７日を限度 外来 １,２５０円

労災特例

初診時に救急医療を行った場合に算定することができる。

【重複算定できないもの】

保険外併用療養費
（初診時選定療養費）

健保の
救急医療管理加算

特定入院料
（救命救急入院料、特定集中

治療室管理料 等）



・傷病の発生後、医療機関で初診を
行ったの場合
（数日間経過した後でも算定可）

・最初に収容された医療機関にて、
傷病の状態等から応急処置だけを
行い、他医療機関に転医した場合
（それぞれの医療機関で算定可）

・傷病の発生から長期間経過した後
であっても症状が安定しておらず
再手術等の必要が生じて転医した
場合（転医先において算定可）

救急医療管理加算が算定できる場合

・再発の場合

・傷病の発生から数ヶ月経過し症状
が安定した後に転医した場合

・じん肺症、振動障害等の慢性疾患
あるいは遅発性疾病等、症状が
安定しており救急医療を行う必要
がない場合

・健保点数表の初診料の注５ただし
書きに該当する初診料(1,910円)
を算定する場合

・上記の他、初診料が算定できない
場合

救急医療管理加算が算定できない場合



療養の給付請求書取扱料 ２,０００円 労災特例

【取扱料を算定できないもの】

費用請求書

様式第７号（１）
様式第１６号の５（１）

再発
転医始診

様式第６号
様式第１６号の４

そもそもレセプトに添付するものではない！

「療養補償給付及び複数事業労働者療養給付たる療養の給付請求書業務
災害用・複数業務要因災害用(様式第５号)」又は「療養給付たる療養の
給付請求書 通勤災害用(第１６号の３)」を取扱った場合に算定できる。

レセプト返戻対象

注意



再診料 １,４００円 （再診料 注３ ７００円） 労災特例

健保とは異なり、一般病床数２００床未満、及び歯科・歯科口腔外科
においては、点数ではなく金額１,４００円で算定する。
健保点数表の再診料 注３に該当する場合は７００円を算定する。

歯科、歯科口腔外科
以外で200床以上の

医療機関は
外来診療料で算定

健保の再診料
７３点

時間外、深夜
休日加算を

あわせて算定可



・ 食事 ・ 日常生活動作
・ 機能回復訓練 ・ メンタルヘルスに関する指導

療養上の指導

【留意点】

・同一月において重複算定できない管理料（労災診療費算定基準本 P48参照）

・同日、複数科で再診を行っても指導料は１回のみ算定
・指導内容をカルテに記載

再診時療養指導管理料 ９２０円 労災特例

外来患者に対して再診時に以下の療養上の指導を行った場合に指導の
都度、算定できる。



外来管理加算の特例 労災特例

• 処置等を行った場合でもその点数が５２点に満たない場合、特例と
して外来管理加算５２点を算定できる。

• ５２点に満たない処置等が２つ以上ある場合には最も低い点数に対
して外来管理加算を算定し、他の点数は外来管理加算の点数に読み
替え算定することができる。

※処置等とは、健保点数表の「リハビリテーション、精神科専門療法、処置、手術、麻酔及び放射線治療」お
よび「生体検査料のうちの、超音波検査等、脳波検査等、神経・筋検査、耳鼻咽喉科学的検査、眼科学的検
査、負荷試験等、ラジオアイソトープを用いた諸検査、内視鏡検査」を指す



項　目

区　分 健保点数 特　　例 健保点数 特例 読み替え

５２点未満の処置等が
１つあるとき

５２点未満の処置等が
２つ以上あるとき

５２点以上の処置等
のみのとき

処置等がないとき

再診料
外来管理加算 処置等の算定

１，４００円 ＋５２点 所定点数

１，４００円 ＋５２点

その他のもの
は５２点と

読み替える
１，４００円 ＋５２点

最も点数の
低いものは
所定点数

１，４００円 所定点数

外来管理加算の早見表



11 初診 3,820 円

12 再診 1 回 1,400 円

13 指導 1 回 920 円

80 2,000 円

1,250

ロ 9,390 円

12 外来管理加算 特 52×1

40 創傷処置１（初診・前額部） 52×1

創傷処置１（再診・前額部） 45×1

診 療 内 容 金 額 摘 要

再診時療養指導管理料

療養の給付請求書取扱料

摘 要

小 計

そ
の
他

救急医療管理加算

外来管理加算の算定例
四肢以外に対して創傷処置1（100cm2未満）を行った場合

四肢加算1.5倍

四肢加算2.0倍

平成３０年４月より創傷処置１の
健保点数は４５点から５２点に改
定されたが労災算定基準では従来
どおり４５点で算定し外来管理加
算５２点をあわせて算定してよい

再診時療養指導管理料

療養の給付請求書取扱料

救急医療管理加算

再
診
時

労災 前額部擦過傷



摘 要

11 初診 85 11 初診 3,820 円

明細書発行体制加算 1 × 1 回 1 12 再診 1 回 1,400 円

時間外対応加算１ 5 × 1 回 5 13 指導 1 回 920 円  再診時療養指導管理料

12 外来管理加算 52 × 1 回 52 80 2,000 円  療養の給付請求書取扱料

時間外 65 × 1 回 65 1,250  救急医療管理加算 

休　日 × 回

深　夜 × 回 ロ 9,390 円

13 指導
小 計

診 療 内 容 点数(点) 診 療 内 容 金 額

時間外・休日・深夜

再
診

そ
の
他

内訳書記載例（初診料、再診料、指導、各種加算）

時間外等加算や外来管理加算については
内訳書左側「点数」欄で算定する。

労災保険における初診料、再診料等は
内訳書右側「金額」欄で算定する。
（健保点数での算定はしない）

療養の給付請求書取扱料

救急医療管理加算



四肢加算について

四肢の傷病にかかる
処置・手術・リハビリテーションの加算



手は２倍四肢は１．５倍

①四肢(鎖骨・肩甲骨及び股関節を含む)の傷病に対する処置・手術・
リハビリテーション（一部対象外あり）の点数は健保点数の１.５倍
として算定できる。
※１点未満の端数は切り上げ

②手(手関節以下)及び手の指に係る一部の処置及び手術の点数は健保
点数の２倍として算定できる。

四肢の傷病にかかる処置・手術・リハビリテーションの加算 四肢加算 労災特例



手　　術 処　　置 処　　置 疾患別リハ

・創傷処理 ・創傷処置 ・絆創膏固定術 ＊四肢加算は1単位

・デブリードマン ・爪甲除去 ・鎖骨骨折固定術 　ごとに1.5倍

・皮膚切開術 　(麻酔を要しないもの) ・皮膚科光線療法  (例)運動器リハ(Ⅲ)

・第2款(筋骨格系･ ・穿刺排膿後薬液注入 ・鋼線等による直達牽引 　85点は128点/1単位

　四肢･体幹)の手術 ・熱傷処置(電撃･薬･凍傷) 　(2日目以降)

・第3款(神経系・頭蓋) ・重度褥瘡処置 ・介達牽引 ＊早期リハ加算

　の神経手術 ・ドレーン法 ・矯正固定 　初期加算

・第8款(心・脈管)の ・皮膚科軟膏処置 ・変形機械矯正術 　ADL加算

　血管手術 ・関節穿刺 ・消炎鎮痛等処置のうち 　は四肢加算の対象外

・粘(滑)液嚢穿刺注入 　｢マッサージ等の手技

・ガングリオン穿刺術 　による療法」 及び

・ガングリオン圧砕法 　｢器具等による療法」

・消炎鎮痛等処置のうち ・低出力レーザー照射

　「湿布処置」

手関節以下2倍･その他四肢1.5倍 手及び四肢1.5倍

※ 四肢の部位以外における処置､手術､リハビリテーションは所定点数で算定する
※ 四肢加算ができない主なもの

・手術項目 医科診療報酬点数表内の形成（植皮術・皮膚移植術等）、創外固定器加算
・処置項目 ギプス
・薬剤料､特定保険医療材料料､輸血料
・労災特例の手指に係る創傷処理（達しないもの）及び骨折非観血的整復術

四肢加算1.5倍

四肢加算2.0倍

鎖骨・肩甲骨
含む

股関節含む

手関節以下

四肢傷病に対する特例取扱い



四肢に対する特例取扱い（1.5倍・2倍）の点数表一覧 労災特例



四肢加算の算定例
（手以外の四肢）

【診療内容】
１．傷病名 右下腿挫創

２．手術内容

皮膚縫合

＋

①汚染創に対しデブリードマン

②切創部を6cmの真皮縫合

創傷処理５（筋肉、臓器に達しないもの
５ｃｍ以上１０ｃｍ未満）
（右下腿）

㊿

850 × 1

健保 右下腿挫創（汚染創）

デブリードマン加算 100 × 1

真皮縫合加算 460 × 1

【診療報酬点数表】

Ｋ000 創傷処理

注２ 露出部の創傷に対し、真皮縫合を伴う、縫合
閉鎖を行った場合は、460点を加算できる

注３ 汚染された挫創に対してデブリードマンを
行った場合に100点の加算ができる



【留意事項】

１．四肢に対して行った創傷処理（注）の

デブリードマン加算や真皮縫合加算に

ついても四肢加算の対象となる

右下腿挫創（汚染創）

デブリードマン加算 100 × 1

真皮縫合加算 460 × 1

労災

( × 1.5 ) 

( × 1.5 ) 

【ポイント】

創傷処理の注加算も四肢加算可能

創傷処理５（筋肉、臓器に達しないもの
５ｃｍ以上１０ｃｍ未満）
（右下腿）

㊿

850 × 1( × 1.5 ) 

四肢加算の算定例
（手以外の四肢）

【診療報酬点数表】

Ｋ000 創傷処理

注２ 露出部の創傷に対し、真皮縫合を伴う、縫合
閉鎖を行った場合は、460点を加算できる

注３ 汚染された挫創に対してデブリードマンを
行った場合に100点の加算ができる



【診療内容】

１．傷病名 右手背切創

２．処置内容

①初診時に切創部を4cm縫合

②再診時（３日）、消毒等

創傷処理４（筋肉、臓器に達しないもの
５ｃｍ未満）（右手背）

㊿

創傷処置１（100cm2未満）
（右手背）

㊵

健保 右手背切創

470 × 1

四肢加算の算定例
（手関節以下）

52 × 3



創傷処理４（筋肉、臓器に達しないもの
５ｃｍ未満）（右手背） 470 × 1（ × 2.0 ）

【留意事項】

１．負傷部位が四肢か確認

２．手術が四肢加算対象項目か確認

※右手背は四肢（手関節以下）に該当し

創傷処理は四肢加算対象項目のため

所定点数に２倍の四肢加算が可能

㊿

創傷処置１（100cm2未満）
（右手背） 52 × 3

㊵

【ポイント】四肢（手関節以下）に対する

創傷処理は四肢加算２倍

２倍
（手関節以下）

労災

１．５倍
（鎖骨・肩甲骨含む）

１．５倍（股関節含む）

右手背切創四肢加算の算定例
（手関節以下）

（ × 2.0 ）



100 × 1.4 × 1

【診療内容】

１．傷病名 右手背挫創

２．処置内容

①汚染創に対しデブリードマン

②切創部を4cm縫合

③時間外にて手術

創傷処理４（筋肉、臓器に達しないもの
５ｃｍ未満）（右手背）

時間外加算２

㊿

470 × 1.4 × 1

健保 右手背挫創（汚染創）

デブリードマン加算
時間外加算２

四肢加算の算定例
（時間外等加算とその他の加算点数）

【診療報酬点数表】

■第10部 手術 通則12

緊急のために休日に手術を行った場合又はその開始時間が保険医
療機関の表示する診療時間以外の時間若しくは深夜である手術を
行った場合において、当該手術の費用は、次に掲げる点数を、そ
れぞれ所定点数に加算した点数により算定する。(以下略)



【留意事項】

１．四肢加算をした上で時間外等加算を

行うことができる

２．注加算においても同様の取扱いができる

創傷処理４（筋肉、臓器に達しないもの
５ｃｍ未満）（右手背）

時間外加算２

㊿

右手背挫創（汚染創）

デブリードマン加算
時間外加算２

【ポイント】労災特例で請求漏れ多数

時間外等加算も四肢加算も両方算定可

労災

(100 × 2.0) × 1.4 × 1

(470 × 2.0) × 1.4 × 1

四肢加算の算定例
（時間外等加算とその他の加算点数）



リハビリテーションについて

（疾患別リハビリテーション料）



疾患別リハビリテーション料 健保点数 労災点数 ×１.５ ×２.０ 疾患別リハビリテーション料 健保点数 労災点数 ×１.５ ×２.０

心大血管疾患リハビリテーション料（Ⅰ） ２０５ ２５０ ３７５ 運動器リハビリテーション料（Ⅰ） １８５ １９０ ２８５

心大血管疾患リハビリテーション料（Ⅱ） １２５ １２５ １８８ 運動器リハビリテーション料（Ⅱ） １７０ １８０ ２７０

脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅰ） ２４５ ２５０ ３７５ 運動器リハビリテーション料（Ⅲ） ８５ ８５ １２８

脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅱ） ２００ ２００ ３００ 呼吸器リハビリテーション料（Ⅰ） １７５ １８０ ２７０

脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅲ） １００ １００ １５０ 呼吸器リハビリテーション料（Ⅱ） ８５ ８５ １２８

廃用症候群リハビリテーション料（Ⅰ） １８０ ２５０ ３７５ 早期リハビリテーション加算 ３０ ３０

廃用症候群リハビリテーション料（Ⅱ） １４６ ２００ ３００ 初期加算 ４５ ４５

廃用症候群リハビリテーション料（Ⅲ） ７７ １００ １５０ ＡＤＬ加算 ３０

疾患別リハビリテーション料を算定する場合、下記の「労災点数」で
算定することができる。また四肢に対して行った場合、四肢加算とし
て当該点数の1.5倍を算定することができる。

リハビリテーション（疾患別リハビリテーション料） 労災特例



入院中の傷病労働者に対し早期歩行・ＡＤＬの自立等を目的とし

リハビリの実施状況
入院（医療機関内） ○
入院（医療機関外） ○
入院（医療機関内） ○
入院（医療機関外） ×

疾患別リハ（Ⅰ）

運動器リハ（Ⅱ）

ＡＤＬ加算算定の可否

②医療機関外で
疾患別リハビリテーション料（Ⅰ）
を行った場合

①訓練室以外の病棟等で
疾患別リハビリテーション料(Ⅰ)
を行った場合
(運動器リハビリテーション料はⅡも含む)

ＡＤＬ加算の取扱い １単位につき３０点

ＡＤＬ加算及び健保点数表で定める
初期加算、早期リハビリテーション加算

は四肢加算の対象とはならない

又は

要注意

算定要件



・リハビリテーションの必要性及び効果が認められるものについては
健保点数表に定める標準的算定日数を超えても制限なく算定できる

疾患別リハビリテーション 留意点

・ＡＤＬ加算、初期加算、早期リハビリテーション加算はいずれも重複して算定できる

・ＡＤＬ加算、初期加算、早期リハビリテーション加算は四肢加算の対象とはならない

労災リハビリテーション
評価計画書を添付

診療費請求内訳書の摘要欄に
医学的所見等を記載

(必要性・目標到達予想時期 等)

又は

標準的算定日数を超え、さらに
疾患別リハビリテーションを１月１３単位を超えて行う場合 ※

※いずれかが超えない場合、どちらも不要

ただし



処置等の特例について



※ 「１」のマッサージ等の手技による療法とは、あんま、マッサージ及び
指圧による療法をいう。

※ 「２」の器具等による療法とは、電気療法、赤外線治療、熱気浴、ホッ
トパック、超音波療法、マイクロレーダー等による療法をいう。

厚生労働省 通知・事務連絡

Ｊ１１９ 消炎鎮痛等処置 医科点数表

１ マッサージ等の手技による療法 35点

２ 器具等による療法 35点

３ 湿布処置 35点

(注)同一の患者につき同一日において、１から３までの療法のうち
２以上の療法を行った場合は、主たる療法の所定点数のみにより
算定する。



【局所】

①

③②

④ ⑤

（J118) 介達牽引
（J118-2） 矯正固定
（J118-3） 変形機械矯正術
（J119） 消炎鎮痛等処置

（マッサージ等の手技）（器具等）

（J119-2） 腰部又は胸部固定帯固定
（J119-3） 低出力レーザー照射

※上記の処置項目は手関節以下でも四肢加算は1.5倍

１日につき
●負傷 ３部位を限度として算定できる
●疾病 ３局所を限度として算定できる

ここに湿布処置は含まれない！

処置等の特例 ３部位（局所）の取扱いについて 労災特例



（J118) 介達牽引
（J118-2） 矯正固定
（J118-3） 変形機械矯正術
（J119） 消炎鎮痛等処置

（マッサージ等の手技）（器具等）

（J119-2） 腰部又は胸部固定帯固定
（J119-3） 低出力レーザー照射

●疾患別リハビリテーション１日の所定点数 ＋ 消炎鎮痛等処置等
（１部位）

または ●消炎鎮痛等処置等３部位
同一部位でも算定できる。

疾病別リハビリテーションと消炎鎮痛等処置等の併施

※上記の処置項目は手関節以下でも四肢加算は1.5倍

ここに湿布処置は含まれない！
※消炎鎮痛等処置等



①胸部、②右下腿、③両手の３部位へ創傷処置を実施

①胸部
５２点

③両手
１０４点

②右下腿
７８点

四肢加算
１．５倍

四肢加算
２倍

1

2

3

「倍率毎の範囲合算」の算定例と対象処置一覧

四肢加算1.5倍

四肢加算2.0倍

【対象処置一覧】
・創傷処置 ・熱傷処置 ・重度褥瘡処置

・皮膚科軟膏処置 ・消炎鎮痛等処置（湿布）

3

合計 ２３４点



手の指にかかる
創傷処理および

骨折非観血的整復術
の算定について



【健康保険の場合】

４ 筋肉、臓器に達しないもの

（長径5cm2未満） ４７０点

５ 筋肉、臓器に達しないもの

（長径5cm2以上10cm2未満） ８５０点

６ 筋肉、臓器に達しないもの

（長径10cm2以上） １,３２０点

【労災保険の場合】

指１本 ９４０点（ 470点×2.0倍）

指２本 １,４１０点（ 940点＋470点）

指３本 １,８８０点（1,410点＋470点）

指４本 ２,３５０点（1,880点＋470点）

指５本 ２,３５０点（ 470点×5.0倍）

手の指の創傷処理（筋肉・臓器に達しないもの）については、
指の本数毎に決められた点数で算定できる。

手の指にかかる創傷処理の特例 労災特例



手の指にかかる
創傷処理の算定例
（筋肉、臓器に達しないもの）

創傷処理５（筋肉、臓器に達しないもの
５ｃｍ以上１０ｃｍ未満）

㊿

850 × 1

【診療内容】

【労災保険】

手の指にかかる創傷処理（筋肉、臓器に達しないもの）の

算定方法は健康保険における創傷処理の算定方法とは

異なり指の本数により所定点数が定められている

１．傷病名 ①右拇指切創（2cm）

②右示指切創（2cm）

③右中指切創（3cm）

２．処置内容 切創部①②③を計7cm縫合

健保 右手拇指、示指、中指切創

【健康保険】

創傷処理の算定方法は創傷の長さにより算定される

（近接部位については長さ合算）



手の指にかかる
創傷処理の算定例
（筋肉、臓器に達しないもの）

創傷処理（筋肉に達しないもの）
（右拇指、右示指、右中指）

㊿

1,880 × 1

【留意事項】

１．手の指の創傷処理(筋肉、臓器に達しないもの)

は指の本数ごとに定められた点数で算定

＜特例点数＞

■特例点数にさらに四肢加算を加算することは

できない

【ポイント】手の指の創傷処理（筋肉、臓
器に達しないもの）は指の本数ごとに

定められた点数で算定

指１本 ９４０点 （ 470点×2.0倍）

指２本 １，４１０点 （ 940点＋470点）

指３本 １，８８０点 （1,410点＋470点）

指４本 ２，３５０点 （1,880点＋470点）

指５本 ２，３５０点 （ 470点×5.0倍）

指三本に創傷処理
（筋肉、臓器に達しないもの）

を行った場合

労災 右手拇指、示指、中指切創



【労災保険の場合】

指１本 ２,８８０点（1,440点 × 2.0倍）

指２本 ４,３２０点（2,880点＋1,440点）

指３本 ５,７６０点（4,320点＋1,440点）

指４本 ７,２００点（5,760点＋1,440点）

指５本 ７,２００点（1,440点 × 5.0倍）

【健康保険の場合】

１ 肩甲骨,上腕,大腿 1,600点

２ 前腕,下腿 1,780点

３ 鎖骨,膝蓋骨,手,足その他 1,440点

手の指の骨折非観血的整復術については、指の本数毎に決められた
点数で算定できる。

手の指にかかる骨折非観血的整復術の特例 労災特例



【ポイント】
手の指の骨折非観血的整復術は

指の本数ごとに定められた点数で算定【留意事項】

１．手の指の骨折非観血的整復術は指の本数

ごとに定められた点数で算定

＜特例点数＞

■特例点数にさらに四肢加算を加算することは

できない

指１本 ２，８８０点 （1,440点×2.0倍）

指２本 ４，３２０点 （2,880点＋1,440点）

指３本 ５，７６０点 （4,320点＋1,440点）

指４本 ７，２００点 （5,760点＋1,440点）

指５本 ７，２００点 （1,440点×5.0倍）

指三本に骨折非観血的整復術
を行った場合

労災 右拇指末節骨、示指中指中節骨骨折

㊿ 骨折非観血的整復術
（右拇指、右示指、右中指）

5,760 × 1

手の指にかかる
骨折非観血的整復術の算定例



手指の機能回復指導加算

について



手及び手の指に対して算定対象手術後、初期治療における
機能回復指導を行った場合、１回に限り１９０点を加算できる。

四肢加算
神経の手術
血管の手術
形成の手術

時間外等加算

【対象手術】
（１）創傷処理、デブリードマン
（２）皮膚切開術
（３）筋骨格系・四肢・体幹の手術

右手、左手をそれぞれ手術した
場合でも算定は１回に限る

手指の機能回復指導加算について １９０点 労災特例



【留意事項】

患者に手指の手術を行った後、手指の機能回復

に関する指導を行った場合、 １回に限り手指の

機能回復指導加算の算定可能

創傷処理４（筋肉、臓器に達しないもの
５ｃｍ未満）（右手背）

㊿

右手背挫創

手指の機能回復指導加算 190 × 1

【ポイント】

手指の機能回復に関する指導の確認

労災

(470 × 2.0) × 1

手指の機能回復指導加算
の算定例

【診療内容】

１．傷病名 右手背挫創

２．処置内容

①切創部を4cm縫合

②術後、患者に手指の

機能回復に関する指導



初診時ブラッシング料

について



初診時ブラッシング料について ９１点 労災特例

デブリードマン
デブリードマン加算

との重複算定
四肢加算

加算後の合計
点数が１５０点
以上の場合

時間外等加算の
対象となる

創面が異物の混入、付着等により汚染している創傷の治療に際し、
生理食塩水、蒸留水、ブラシ等を使用して創面の汚染除去を行った
場合に算定できる。

同一傷病に
つき１回限り

（初診時）

要注意



【留意事項】

初診時の一回限り算定可能

創傷処置１（１００ｃｍ2未満）（右手掌）㊵

右手掌擦過傷

初診時ブラッシング料 91 × 1

【ポイント】

治療の前処置として、汚染除去を行う

労災

(52 × 2.0) × 1

初診時ブラッシング料
の算定例

【診療内容】

１．傷病名 右手掌擦過傷

２．処置内容

①創面を生理食塩水を用いて汚染除去

②創面保護の処置

生理食塩液 １００ml 13 × 1



コンピューター断層撮影診断料

特例について



コンピューター断層撮影及び磁気共鳴コンピューター断層撮影が同一月に２回以上
行われた場合であっても、所定点数を算定できる。

健保点数表の同一月の２回目以降の断層撮影の費用に
ついての逓減制（１００分の８０）については、適用しない

注意

他の医療機関でコンピューター断層撮影を実施した画像について診断を行った場合
は、初診料を算定した日に限って「Ｅ２０３コンピュータ断層診断」を算定できる
とされていたが、再診時に診断した場合においても、月１回に限り２２５点を算定
できる。ただし、初診時に他院の画像を診断し「Ｅ２０３ コンピュータ断層診断
４５０点」を算定した場合には同月内の再診時には算定できない。

コンピューター断層撮影料とコンピューター断層診断の特例 労災特例



術中透視装置使用加算

について



術中透視装置使用加算 ２２０点 労災特例

四肢加算

対象部位への
①骨折観血的手術
②骨折経皮的鋼線

刺入固定術

「脊椎」の経皮的
椎体形成術

「大腿骨」、「下腿骨」、「上腕骨」、「前腕骨」、「手根骨」、
「中手骨」、「手の種子骨」、「指骨(基節骨、中節骨、末節骨)」、
「足根骨」及び「膝蓋骨」の骨折観血的手術又は骨折経皮的鋼線刺入
固定術において、術中透視装置を使用した場合に算定できる。

「脊椎」の経皮的椎体形成術において、術中透視装置を使用した場合
も算定できる。



固定帯・材料費の

算定について



点数で算定
できる

実費相当額が
１７０点未満の場合
⇒１７０点を算定

実費相当額が
１７０点以上の場合

⇒実費相当額を算定

要注意

頸椎固定用シーネ、鎖骨固定帯及び膝・足関節の創部固定帯 労災特例

実費相当額（購入価格を１０円で除して得た点数で算定）
健保点数表の腰部、胸部又は頸部固定帯加算が算定できる場合については、
当該実費相当額が１７０点を超える場合は実費相当額が算定でき、当該実費
相当額が１７０点未満の場合は１７０点を算定できる。
頸椎固定用シーネ、鎖骨固定帯及び膝・足関節の創部固定帯についても、同
様の取扱とする。



固 定 創面保護 病名に注意
点数で算定

できる

要注意

固定用伸縮性包帯 労災特例

実費相当額（購入価格を１０円で除して得た点数で算定）

治療上固定が必要であって、患部そのものを固定する場合に限り算定

●頭部・頸部・躯幹固定用の他四肢固定用についても支給
※固定用とは骨折・捻挫等の動揺や再転位を防ぐためのものをいう
※バストバンド、トラコバンド等は躯幹固定用伸縮性包帯に含める



皮膚瘻等に係る滅菌ガーゼ 労災特例

実費相当額（購入価格を１０円で除して得た点数で算定）

通院療養中の患者に対して、皮膚瘻等に係る自宅療養用の滅菌ガーゼ
(絆創膏を含む)を支給した場合に実費相当額を算定することができる

①せき髄損傷等による重度の障害者のうち、尿路変更による皮膚瘻を形成
しているもの、尿路へカテーテルを留置しているもの、又はこれらに類
する創部を有するもの

②自宅等で頻繁にガーゼの交換を必要とするため、診療担当医が投与の必
要を認めたもの

支給対象者



入院基本料等に関する

特例について



２週間以内の期間

健保点数の１．３０倍

２週間を超えた期間

健保点数の１．０１倍

特定入院料
×１．３０倍
×１．０１倍

入院基本料の点数を、入院の日から起算して２週間以内の期間につい
ては、健保点数（入院患者の入院期間に応じ、加算する点数は含まな
い）の1.30倍、それ以降の期間については、一律、健保点数の1.01倍
（いずれも１点未満の端数は四捨五入する）とする。
ただし、生活療養を受ける場合の入院料は適用しない。

入院基本料 労災特例





病衣貸与料 １０点 労災特例

患者が緊急収容され病衣を有していないため医療機関が病衣を貸与し
たとき、あるいは、傷病の感染予防上の必要から医療機関が患者に病
衣を貸与した場合は、１日につき１０点を算定することができる。



（１日につき）
甲　地 乙　地

個     室 １０，０００円 ９，０００円
２人部屋 ５，０００円 ４，５００円
３人部屋 ５，０００円 ４，５００円
４人部屋 ４，０００円 ３，６００円

入院室料加算　料金表

医療機関が当該病室に係る料金として表示している金額を算定すること。
ただし、当該表示金額が上記に示す額を超える場合には上記料金表に示す額とする。

重篤・
絶対安静

手術のため
要常時監視

医学上の
隔離が必要

普通室満床
（7日を限度）

入院室料加算 労災特例

ア ウ エイ



入院時食事療養費
１.２倍

高齢者の生活療養は
適用しない

入院時食事療養費については１.２倍の金額により算定により算定で
きる。（１０円未満の端数は四捨五入）
ただし、療養病棟に入院する６５歳以上の高齢者の生活療養の費用の
取扱いは適用しない。

入院時食事療養費 労災特例



職場復帰に向けた情報提供や

指導に関する特例点数
被災労働者の労働能力の回復、早期職場復帰を促す



リハビリテーション情報提供加算 ２００点 労災特例

健保点数表の診療情報提供料(Ⅰ)が算定される場合であって
労災リハビリテーション実施計画書を作成し、添付した場合
に算定できる。
健保点数表の診療情報提供料Ⅰ(250点)及び退院後の治療計
画、検査結果その他の必要な情報を電子データとして提供し
た場合の加算(200点)とは別に算定できる。



作成時の留意点

労災リハビリテーション実施計画書について

医師の指揮管理の下

理学療法士作業療法士

が作成してもよい

傷病労働者の同意必須

健康保険で使用する
「リハビリテーション（総合）実施計画書(様式)」
を用いる場合は以下を盛り込む

①職場復帰に向けた目標
②業務内容・通勤方法等を考慮したリハビリ

別紙様式５
（労災診療費算定基準本 P99 参照）



氏名

　

　 　

　 　

　
　

　　 　 　

○職場（業務）や日常生活において注意する点（指導した項目に☑を入れること）

【全般】

　

　

　

　

　

　

　

　

□　その他注意すべきこと（具体的に記載する）

【職場】

　

□　その他注意すべきこと（具体的に記載する）

【日常生活】

　

　 □　適度な運動を実施するように心がけること

　 □　当面の間は、激しい運動は避けること　（概ね　　月間）

　

　

□　その他注意すべきこと（具体的に記載する）

【その他】

　

　 □　その他注意すべきこと(具体的に記載する)

　　（該当する場合のみ☑）

指導日　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日 医師名

□　車の運転は避けたほうがよい

早期社会復帰のための指導項目

発症（負傷）
年月日        年　　　 　月　　　　　日

治ゆ見込み
年月日         年　　　 　月　　　　　日

□　傷病の状態が安定するまでは、無理に動かさないこと

□　受傷部位を意識しすぎて他の部位に負担をかけないこと

□　受傷部位を徐々に動かして、可動範囲を広げるように努めること

□　重いものを持つときは注意すること

□　休憩時間のストレッチなど一定の姿勢をとり続けないように心がけること

□　無理な姿勢をとらないようにすること

□　治ゆ後、労働局にアフターケア制度の相談をすること（該当者のみ）

□　現状どおりの生活で問題がないと指導した

□　睡眠時間をしっかりとること

□　長時間の残業は避けること

□　長期の出張や海外出張は避けること

□　定期的に自分で脈拍のチェックをすること

□　食事の内容、摂取量について注意すること

□　患部の保温に努めること

３か月以上の療養を行っている傷病労働者
に対して、治ゆが見込まれる時期及び治ゆ
後における日常生活(就労を含む)上の注意
事項等について、指導することで、同一傷
病労働者につき、１回に限り算定できる。

●医師が指導を行う
●診療費請求内訳書の摘要欄に指導年月日
及び治ゆが見込まれる時期を記載

社会復帰支援指導料 １３０点 労災特例

別紙様式６
（労災診療費算定基準本 P101 参照）

※当該指導は、早期社会復帰のための指導項目（別紙様式６）
に基づき必要事項を記載して診療録に添付すること



職場復帰支援・療養指導料
精神疾患を主たる傷病とする場合 月１回 ５６０点
その他の疾患の場合 月１回 ４２０点

労災特例

同一傷病労働者につきそれぞれ 回を限度に算定できる

就労が可能と医師が判断する傷病労働者

対象傷病労働者

入院治療後通院療養
を継続する傷病労働者

通院療養を か月以上
継続している傷病労働者

又は



２

指導管理箋 別紙様式１、２

別紙様式１
精神疾患を主たる傷病とするもの（患者用）

（労災診療費算定基準本 P104 参照）

別紙様式２
精神疾患を主たる傷病とするもの（産業医用）

（労災診療費算定基準本 P105 参照）



２

指導管理箋 別紙様式３、４

別紙様式３
精神疾患を主たる傷病としないもの（患者用）

（労災診療費算定基準本 P106 参照）

別紙様式４
精神疾患を主たる傷病としないもの（産業医用）

（労災診療費算定基準本 P107 参照）



職場復帰支援・療養指導料の算定要件

※原則健保点数表の療養・就労両立支援指導料との重複算定

※主治医等とは、主治医の指示を受けた看護職員、理学療法士、作業療法士、ソーシャルワーカーのこと

①主治医等が就労に当たっての療養及び就労上必要な指導事項を記載した
文書（指導管理箋 別紙様式１又は３）を傷病労働者に交付し、職場復
帰のために必要な説明及び指導を行う

②主治医が産業医に対して指導管理箋等の文書（指導管理箋 別紙様式２
又は４）により、情報提供を行う

③主治医等が医療機関に赴いた事業主と面談の上、職場復帰に必要な説明
及び指導を行い、診療録に指導内容の要点を記載する

算定できるケース



事業主又は産業医から助言を取得し、治療計画変更の有無や具体的な
内容等を、同一傷病労働者に対して説明することで職場復帰支援・療
養指導料に加算できる。

①事業主又は産業医から治療上望ましい配慮等について助言を取得する

②助言を踏まえて、医師が治療計画の再評価を実施し、必要に応じ治療計
画の変更を行う

③傷病労働者に対して、治療計画変更の必要性の有無や具体的な内容等に
ついて、説明を行う

算定要件

職場復帰支援・療養指導料
療養・就労両立支援加算 ６００点

労災特例

※取得した助言の内容及び患者に説明した内容を診療録に明確にすること



①就労が可能と医師が判断する傷病労働者

②職業復帰を予定している事業場の

①対象となる患者 ②訪問指導先

職業復帰訪問指導料 精神疾患が主たる傷病 １日 ７７０点

その他の疾病 １日 ５８０点
労災特例

入院期間が１か月を
超えると見込まれる

傷病労働者

通院療養を２か月以上
継続している傷病労働者

又は

※事業主には人事・労務担当者等傷病労働者の職場復帰に関する権限を有する者も含みます

※



職業復帰訪問指導料の詳細

●医師
●医師の指示を受けた
・看護師及び准看護師 ・理学療法士 ・作業療法士
・精神保健福祉士（精神疾患が主たる傷病の場合のみ）

訪問指導を行う者（以下「医師等」）

●当該傷病労働者の同意を得て職場を訪問
●当該職場の事業主に対して職業復帰のために
必要な指導を行う（以下「訪問指導」）

●診療録に当該指導内容の要点を記載

実施項目



職業復帰訪問指導料の概略図

●医療機関 ●職場

・看(准)護師
・理学療法士
・作業療法士
・ソーシャルワーカー

-社会福祉士
-精神保健福祉士

指
示

医師 事業主

３回を限度に算定できる
入院が６か月以上が見込まれる患者は６回医療従事者

同意

診療録に
指導内容
を記載

傷病労働者

異なる職種で訪問指導
すれば３８０点を加算

訪
問
指
導

職業復帰訪問指導料 精神疾患の場合１日につき770点 、その他の疾患の場合１日につき580点



380点を加算できないケース

×同一の職種の者２人以上が共同して訪問指導を行った場合

×看護師と准看護師のみで訪問指導を行った場合(同一の職種として扱う)

×ソーシャルワーカーのみで訪問指導を行った場合

職業復帰訪問指導料の詳細

380点を加算できるケース

◎医師等のうち異なる職種の者２人以上が共同して訪問指導を行った場合

◎医師等がソーシャルワーカー(※)と一緒に訪問指導を行った場合

※ソーシャルワーカーとは、社会福祉士又は精神保健福祉士をいいます
精神保健福祉士については精神疾患が主たる傷病の場合のみ医師等として扱います



職業復帰訪問訓練加算について

入院中の傷病労働者から同意を得て

医師等が訪問指導を から に

訪問指導 を限度に１日につき を算定できる

算定要件

特殊な器具、設備を用いた
作業を行う職種への復職の

ための作業訓練を行う
（以下「作業訓練」）

事業場を目的地とする
通勤のための移動手段

の獲得訓練を行う
（以下「通勤訓練」）

又は

【診療録記載内容】
●訪問指導の日 ●訓練を行った日 ●訓練実施時間 ●訓練内容の要点

【診療費請求内訳書の摘要欄記載内容】
●訪問指導を日 ●訓練を行った日



精神科職場復帰支援加算 週に1回 ２００点 労災特例

精神科を受診中の傷病労働者に、精神科ショート・ケア、精神科デ
イ・ケア、精神科ナイト・ケア、精神科デイ・ナイト・ケア、精神科
作業療法、通院集団精神療法を実施した場合であって、当該プログラ
ムに職場復帰支援のプログラム(※)が含まれている場合に、週に１回
算定できる。

注 請求に当たっては、当該プログラムの実施日及び要点を診療費請求内訳書の摘要欄に記載
するか、実施したプログラムの写しを診療費請求内訳書に添付する必要があります。

(※)職場復帰支援のプログラムとは、医師等の医療チームによって
●オフィス機器又は工具を使用した作業
●擬似オフィスによる作業
●復職に向けてのミーティング、感想文等の作成等
の集団で行われる職場復帰に有効な項目であるものをいいます



職場復帰プログラムの例（精神科ショート・ケア、３時間コース）

9:00～9:30 9:30～10:30 10:30～11:30 11:30～12:00

・朝のミーティング プログラム活動１ プログラム活動３ ・ミーティング

月曜日 ・軽体操 ・適切な自己表現 ・オフィスワーク

（PCを使った個別作業）

・朝のミーティング プログラム活動２ プログラム活動３ ・ミーティング

火曜日 ・軽体操 ・心理教育 ・オフィスワーク

（PCを使った個別作業）

・朝のミーティング プログラム活動３ プログラム活動４ ・ミーティング

水曜日 ・軽体操 ・オフィスワーク ・オフィスワーク

（PCを使った個別作業） （グループによる作業）

・朝のミーティング プログラム活動４ プログラム活動４ ・ミーティング

木曜日 ・軽体操 ・オフィスワーク ・オフィスワーク

（グループによる作業） （グループによる作業）

・朝のミーティング プログラム活動５ 感想文作成及びグループミーティング

金曜日 ・軽体操 ・ボディワーク ・１週間の感想等



職場復帰プログラムの例（精神科ショート・ケア、３時間コース）

区 分 項 目 内 容 ・ 目 的

・自分の趣味ややりたいことを対話形式で発表

・自己表現を通したコミュニケーションのトレーニング

心理教育又は ・専門家から症状・薬物療法・職場の人間関係などについて、助言・指導および援助を受ける

ストレスマネージメント ・病状や病態を振り返り、自分で認識・把握し、再発予防を実践する

・PC、工具を使った作業

・意欲、集中力、作業能力の回復を目的として、個人ごとの状態により選択

プログラム４ グループ作業 ・グループによる作業の割り振りや役割分担を決めての共同作業

プログラム５ ボディワーク ・球技、身体活動、強めの運動

プログラム１

プログラム２

プログラム３ 個別作業

自己表現



石綿疾患に関する

特例について



石綿疾患療養管理料（月２回を限度） ２２５点 労災特例

石綿関連疾患(※)について、診療計画に基づく受診、検査の指示又は
服薬、運動、栄養、疼痛等の療養上の管理を行った場合に月２回に限
り算定できる。

※石綿関連疾患とは、肺がん、中皮腫、良性石綿胸水、びまん性胸膜肥厚に限る

同一月において
再診時療養指導管理料

特定疾患療養管理料
と重複算定できない

初診料算定日及び月
入院中の患者

についても算定可

管理内容の要点を
診療録に記載



石綿疾患労災請求指導料 ４５０点 労災特例

石綿関連疾患(※)の診断を行った上で傷病労働者に対する
石綿ばく露に関する職歴の問診を実施し、業務による石綿
ばく露が疑われる場合に労災請求の勧奨を行い

●療養補償給付及び複数事業労働者療養給付たる療養の給付請求書(様式第５号)
●療養補償給付及び複数事業労働者療養給付たる療養の費用請求書(様式第７号(１))

のいずれかが提出された場合に、１回に限り算定できます。

※石綿関連疾患とは、肺がん、中皮腫、良性石綿胸水、びまん性胸膜肥厚に限る



診療録に記載する内容と請求に関する留意点

●石綿関連疾患の診断を行ったこと

●患者に行った問診内容（概要）

●業務による石綿ばく露が疑われた理由

●労災請求の勧奨を行ったこと

診療録に記載する内容

●労災請求された個別事案が業務上と認定された
場合のみ支払われます

●療養の給付請求書取扱料と併せて算定できます

請求に関する留意点



請求権の時効

について



請求権の消滅時効（令和２年４月１日～） 労災特例

労災指定医療機関としての診療報酬請求権の消滅時効 ５年
時効の例）診療日が令和２年４月５,１２,２０,２７日の場合

診療月の翌月１日から起算して５年となるため
令和２年５月１日から５年の令和７年４月末日までとなる

被災労働者本人による療養の費用の請求の消滅時効 ２年

休業(補償)給付 ２年 障害(補償)一時金・年金 ５年
介護(補償)給付 ２年 遺族(補償)一時金・年金 ５年



診療報酬請求権にかかる消滅時効の期間改正について

医療機関が診療報酬を保険者に請求する権利は

３年 → ５年 に変更
（診療月の翌月の1日から起算して5年間）



障害(補償)給付

の取扱いについて



障害(補償)給付の取扱い 労災特例

業務または通勤が原因となった負傷や疾病が治ゆしたとき、身体に一
定の障害が残った場合には、障害(補償)給付が患者に支給される。
障害等級は、1級から7級の年金と8級から14級の一時金がある。

書類の提出は
患者が労基へ

レセプトにて
４０００円で算定可

時効は治ゆ日の
翌日から５年間



症状固定について

労災保険における傷病が「治ったとき」とは、身体の諸器官・組織が
健康時の状態に完全に回復した状態のみをいうものではなく、傷病の
症状が安定し、医学上一般に認められた医療を行っても、その医療効
果が期待できなくなった状態をいい、この状態を労災保険では「治
ゆ」（症状固定）といいます。

したがって、「傷病の症状が、投薬・理学療法等の治療により一時的
な回復がみられるにすぎない場合」など症状が残存している場合で
あっても、医療効果が期待できないと判断される場合には、労災保険
で「治ゆ」（症状固定）として、療養（補償）等給付を支給しないこ
ととなっています。



障害（補償）給付請求用診断書記載時の留意事項のについて

既存障害がある場合は、その既存障害
の状態を記載してください既存障害が無
い場合についても「なし」と必ず記載

被災者の氏名、生年月日、
性別を記載

傷病名を記載

障害が残存する部位を記載

既往症がある場合は、その既往症を記
載してください既往症が無い場合につい
ても「なし」と必ず記載

症状固定（治ゆ）に至った日を記載
療養の内容と症状固定（治ゆ）に
至るまでの療養の経過を記載

・残存する障害について、すべて記載

・残存する障害と業務又は通勤による
傷病との因果関係についても記載

・疼痛やしびれなどの神経症状が残存
している場合は、神経症状の程度、部
位・範囲、本人の自訴及び神経症状が
残存することについての医学的所見に
ついても記載

関節の可動域制限が残存している場合は、

・当該関節の主要運動、参考運動の全ての関節可
動域角度を測定して記載

・原則として障害を残す関節（患側）の可動域と健側
の可動域角度を比較して関節可動域の制限の程度
を評価しますので、上肢、下肢の各関節（指・趾の
関節を含む）については必ず患側、健側の可動域
角度を測定して記載
・測定は原則として他動運動で測定

ただし、他動運動で測定することが適切ではない
場合は、自動運動による測定値も併せて記載



障害（補償）給付の流れ

労働災害発生

療養

症状固定（残存障害あり）

請求書（診断書添付）
を労働基準監督署へ提出

障害等級の認定

指定された振込口座へ
保険給付の支払い

●医師が、診断書「障害(補償)給付
請求用」に治ゆ日(症状固定時)に
おける障害の状態の詳細等につい
て証明を行う

●証明料については医療機関にてレ
セプト請求を行う(金額は4,000円)

請求受付から給付決定までの期間は
おおむね３か月程度

患者に対して
保険給付決定の通知

患者は事業主から請求書に証明を受
ける必要あり
●障害（補償）給付支給請求書
業務災害の場合は様式第10号
通勤災害の場合は様式16号の7



請求書、内訳書の

作成の仕方について



【確認③】「内訳書添付枚数」当
該請求書に添付しているレセプト
の総枚数を記入（続紙等含めず）

【確認①】“ｌ３”から開始
する７桁の労災指定番号を記入

Ұ８８２０２

９０２

３

ｌ３ＸＸＸＸＸ

【確認②】「請求金額」
各レセプトの「合計額」を
足し合わせた総合計金額を
記入(先頭に Ұ を記入)

【確認④】「請求年」「請求月」
添付したレセプトの診療月を記入

田中 次郎 ２

０６

診機様式第１号の記載の仕方



【確認⑤】提出年月日を記入
【確認⑥】病院の名称等を必ず記入

【確認⑦】
初回分は各管轄を

継続分は東京と記入

東京都千代田区
神田駿河台２－５

医療法人社団
△□会 ○×病院

東京 太郎

０３ ００００ △△△△

田中 次郎 ２

令和２ ６ ５

東京

代表者印

１０１－００６２

中央

診機様式第１号の記載の仕方



ｌ３ＸＸＸＸＸ
医療法人社団△□会

○×病院

ｌ ３

ｌ３ｌ０ｌＸＸＸＸＸＸ０００

７０ｌ０ｌ０ｌ ９０２０６０ｌ

９０２０６３０９０２０６０ｌ

００６ ６０５ｌ２

田中 次郎 ３２

（株）×○△

東京 千代田

右足第１指骨折

積み荷を右足に落とし来院。
右足第１指骨折に対しギプス固定し経過観察中。

枝番号が無い場合
は「０００」を記入する

診機様式第３号の記載の仕方



区分 意味 区分 意味

1
初
診

「療養（補償）給付たる療養の給付請求書」（様
式第５号又は、第１６号の３）が添付され、当該
傷病によるレセプト初回請求の場合。

1
治
ゆ

労災傷病が治ゆ又は傷病の状態が停滞状態となり
症状固定となったとき。

3

転
医
始
診

「療養（補償）給付たる療養の給付をうける指定
病院等（変更）届」（様式第６号又は、第１６号
の４）が添付され、労災指定病院から労災指定病
院へ転医し転医始診月レセプト請求の場合。

3
継
続

転帰事由番号１・５・７・９以外のすべて。
(請求の最終日以後も継続治療を必要とする場合)

5
継
続

新継再別番号１・３・７以外のすべて。

5
転
医

他の医療機関に転医した場合。

7
再
発

「療養（補償）給付たる療養の給付請求書」（様
式第５号又は、第１６号の３）が添付され、当該
傷病が治ゆ、又は一定期間中止後に再度治療が必
要となりレセプト請求する場合。

7
中
止

継続治療を必要とする状態で、治療中止した場合
（他の傷病治療のため一時中止又は通院指示する
被災者理由により来院しない場合等）

9
死
亡

被災労働者が死亡した場合。

番
号

①新継再別 番
号

②転帰事由

新継再別、転帰事由記載の仕方



初回分の綴じ方

ホ
チ
キ
ス
ま
た
は

こ
よ
り
で
ま
と
め
る



継続分の綴じ方

こよりまたは
ホチキスでまとめる



・黒のボールペンを使用

・標準字体で枠の中に大きめに記入

・書き損じた場合

※消しゴム、修正ペンでの訂正不可

レセプトの記載について（機械処理部分）



大きさ・位置・太さ・濃さ・角度

飾り・すき間・突き抜け・丸み

標準
字体

レセプトの記載について



主な労災保険取扱様式

について



押印欄は削除
(押印不要)

記入漏れがない
ことを必ず確認！

様 式 第 ５ 号

労災保険における請求書等に係る押印等の見直しについて 法 律

国民や事業所等に対して、押印を
求めている手続きについて、押印
等を不要とする省令等の改正が行
われた
(押印を求める手続の見直し等のた
めの厚生労働省関係省令の一部を
改正する省令等の施行等について
基発1225号1号 令和2年12月25日)

労災患者から提出を受ける様式第5
号や6号のほか、医療機関証明が必
要な様式8号（休業証明）などの押
印欄が削除され押印不要



様式名称 様式番号

療養補償給付及び複数事業労働者療養給付たる療養の給付請求書 様式第5号

療養捕償給付及び複数事業労働者療養給付たる療養の給付を受ける指定病院等（変更）届 様式第6号

療養補償給付及び複数事業労働者療養給付たる療養の費用請求書（同一傷病分） 様式第7号(1)～(5)

休業補償給付支給請求書、複数事業労働者休業給付支給請求書、休業特別支給
金支給申請書（同一傷病分）

様式第8号（両面）及

び別紙3

療養給付たる療養の給付請求書 様式第16号の3

療養給付たる療養の給付を受ける指定病院等（変更）届 様式第16号の4

療養給付たる療養の費用請求書（同一傷病分） 様式第16号の5(1)～(5)

休業給付支給請求書、休業特別支給金支給申請書（同一傷病分） 様式第16号の6(両面)及び別紙3

二次健康診断等給付請求書 様式第16号の10の2

整理省令及び整理告示により改正する様式一覧（抜粋）



事業主の証明欄

労災患者情報
記入欄

労災患者情報
災害の原因及び発生状況

記入欄

・最初の労災指定医療機関および労災指定薬局に提出
・５号、１６号の３を請求書に添付で、取扱料として２，０００円がレセプト請求可

様
式
第
５
号

業
務
災
害
用

記入漏れ注意！
５号様式が患者からもらえない場合
患者理由として多いのは
「事業主が証明してくれない」

・療養の給付の請求人は患者
・事業主から証明を得られない、やむ
を得ない理由がある場合は、証明が
なくても労災の認定を受けることは
できる

（患者本人に監督署に相談するよう案内してください。
結果として事業主証明なしで請求をあげるよう監督署
が指導します。その上で、任意用紙でかまわないので、
証明がもらえない理由等を５号に添付）



事業主の証明欄

派遣先事業主の証明欄

裏面
下段

様
式
第
５
号

業
務
災
害
用

派遣契約で働く労働者の場合は
①表面に「派遣元事業主」が証明
②裏面に「派遣先事業主」が証明①

②

裏面
上段

その他就業先の有無

【記入対象者】
●複数の事業所で働く労働者

●脳、心臓疾患、精神障害の患者

令和2年
9月追加



転医前・後の
医療機関は忘れず記入

労災患者情報
災害の原因及び発生状況

記入欄

事業主の証明欄

労災患者記入欄

初診分のレセプト請求でも
療養の給付請求書取扱料の２，０００円は

請求できない

様
式
第
６
号

業
務
災
害
用

患者が労災指定医療機関を変更する際

転医後の医療機関に
提出する様式

記入漏れ
注意！

様式下段、転医前と転医後も記入してもらう



・７号（ １ ）は労災非指定医療機関を
受診した場合や治療用装具の請求
に使用

・誤って健保や国保等を使用してしま
った分を取下げ、精算後に労災保険
へ請求する際にも使用

・医療機関で記入するのは担当医師
証明欄及び裏面の療養の内訳及び
金額欄

・患者が労働基準監督署へ提出する
ため医療機関証明後は患者へ返却
する

担当医師証明欄

様
式
第
７
号
（
１
）
業
務
災
害
用

患者・事業主が記入
↓

患者が労基署に提出



医
師
が
証
明

労
災
患
者
が
証
明

様式第７号（１）の記入部分について



・７号(２)は患者が労災非指定薬局
を利用した場合に使用

・医療機関で記入するのは担当医師
証明欄のみ

・患者が労働基準監督署へ提出する
ため証明後は患者へ返却する

担当医師証明欄

様
式
第
７
号
（
２
）
業
務
災
害
用

患者・事業主が記入
↓

患者が労基署に提出



1

2

3

・①欄に療養のため労働できなかった
期間が記入されていることを確認し、
②欄を医師にて証明

・①欄の期間内で医師にて証明可能な
期間を③欄「療養のため労働すること
ができなかったと認められる期間」に
証明

・様式は患者に返却するが休業証明料
としてレセプト金額 80 欄で2,000円の
請求が可能

様
式
第
８
号

業
務
災
害
用



●令和２年３月１１日に労災事故発生（所定労働時間内)
●事故発生１１日初診、１５日、２２日の再診で治癒（診療日数３日）
●患者から３月１１日から２２日までの休業証明を求められた場合

【ポイント】
①欄で患者が求める休業証明期間を把握する
②欄で療養期間と現況を記入
③欄で療養のため労働できないと認められる期間を証明

１２１２

２ ３ １１ ２ ３ ２２ 1 ２ ３

２ ３ ２２

２ ３ １１ ２ ３ ２２ １２ １２

1

3

2

診療担当者の証明欄 記入例

患者記入欄

医師証明欄

９０２０３１１ ９０２０３２２



・１０号、１６号の７は患者自身で記入する様式のため、医療機関に持ってきたとしても本人に返却する
・診断書（別紙）は医療機関で証明を行い返却をする

診 断 書 （ 別 紙 ）１０号 障害補償給付 業務災害

労災患者・事業主が記入
↓

労災患者が労基署に提出
医療機関が証明

【ポイント】

証明料はレセプトにて金額 80  欄で４,０００円の請求が可能
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９９９ ４０００

田中 次郎 ３２

（株）×○△

東京 千代田

右手第１，２指切断
右手複雑骨折

症状固定により治癒。

障害の診断書請求時のレセプト記入例

4000

障害の診断書料



労災診療費算定基準の

一部改定について

（令和元年１０月１日診療分より）



労災診療費算定基準の一部改定について
（令和元年１０月１日診療分より）

労災特例

初診料 ３,８２０円（３,７６０円から６０円引き上げ）

※健保点数表(医科に限る)の初診料の注5のただし書きに該当する場合については
1,910円(1,880円から30円引き上げ)を算定する。

再診料 １,４００円（１,３９０円から１０円引き上げ）

※健保点数表(医科に限る)の再診料の注3に該当する場合については700円
(690円から10円引き上げ)を算定する。

その他、健保点数に労災診療費単価を乗じて算定している項目に
ついては、改定後の健保点数により算定するものとする。



労災診療費算定基準
改定について

（令和２年４，６月）



病衣貸与料 １０点 労災特例

患者が緊急収容され病衣を有していないため医療機関が病衣を貸与し
たとき、あるいは、傷病の感染予防上の必要から医療機関が患者に病
衣を貸与した場合は、１日につき１０点を算定することができる。



術中透視装置使用加算 ２２０点 労災特例

四肢加算

対象部位への
①骨折観血的手術
②骨折経皮的鋼線

刺入固定術

「脊椎」の経皮的
椎体形成術

「大腿骨」、「下腿骨」、「上腕骨」、「前腕骨」、「手根骨」、
「中手骨」、「手の種子骨」、「指骨(基節骨、中節骨、末節骨)」、
「足根骨」及び「膝蓋骨」の骨折観血的手術又は骨折経皮的鋼線刺入
固定術において、術中透視装置を使用した場合に算定できる。

「脊椎」の経皮的椎体形成術において、術中透視装置を使用した場合
も算定できる。



職場復帰支援・療養指導料
精神疾患を主たる傷病とする場合 月１回 ５６０点
その他の疾患の場合 月１回 ４２０点

労災特例

同一傷病労働者につきそれぞれ 回を限度に算定できる

就労が可能と医師が判断する傷病労働者

対象傷病労働者

入院治療後通院療養
を継続する傷病労働者

通院療養を か月以上
継続している傷病労働者

又は



２

指導管理箋 別紙様式１、２

別紙様式１
精神疾患を主たる傷病とするもの（患者用）

（労災診療費算定基準本 P104 参照）

別紙様式２
精神疾患を主たる傷病とするもの（産業医用）

（労災診療費算定基準本 P105 参照）



２

指導管理箋 別紙様式３、４

別紙様式３
精神疾患を主たる傷病としないもの（患者用）

（労災診療費算定基準本 P106 参照）

別紙様式４
精神疾患を主たる傷病としないもの（産業医用）

（労災診療費算定基準本 P107 参照）



労災治療計画加算 １００点 労災特例

入院の際に医師、看護師、その他の関係職員が共同して、総合的な治
療計画を策定し、労災治療計画書（又はこれに準ずる文書）により意
思が入院後７日以内に交付して説明を行った場合に１回の入院につき
１回限り、入院基本料又は特定入院料に１００点が加算できる。



コンピューター断層撮影及び磁気共鳴コンピューター断層撮影が同一月に２回以上
行われた場合であっても、所定点数を算定できる。

健保点数表の同一月の２回目以降の断層撮影の費用に
ついての逓減制（１００分の８０）については、適用しない

注意

他の医療機関でコンピューター断層撮影を実施した画像について診断を行った場合
は、初診料を算定した日に限って「Ｅ２０３コンピュータ断層診断」を算定できる
とされていたが、再診時に診断した場合においても、月１回に限り２２５点を算定
できる。ただし、初診時に他院の画像を診断し「Ｅ２０３ コンピュータ断層診断
４５０点」を算定した場合には同月内の再診時には算定できない。

コンピューター断層撮影料とコンピューター断層診断の特例 労災特例



氏名

　

　 　

　 　

　
　

　　 　 　

○職場（業務）や日常生活において注意する点（指導した項目に☑を入れること）

【全般】

　

　

　

　

　

　

　

　

□　その他注意すべきこと（具体的に記載する）

【職場】

　

□　その他注意すべきこと（具体的に記載する）

【日常生活】

　

　 □　適度な運動を実施するように心がけること

　 □　当面の間は、激しい運動は避けること　（概ね　　月間）

　

　

□　その他注意すべきこと（具体的に記載する）

【その他】

　

　 □　その他注意すべきこと(具体的に記載する)

　　（該当する場合のみ☑）

指導日　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日 医師名

□　車の運転は避けたほうがよい

早期社会復帰のための指導項目

発症（負傷）
年月日        年　　　 　月　　　　　日

治ゆ見込み
年月日         年　　　 　月　　　　　日

□　傷病の状態が安定するまでは、無理に動かさないこと

□　受傷部位を意識しすぎて他の部位に負担をかけないこと

□　受傷部位を徐々に動かして、可動範囲を広げるように努めること

□　重いものを持つときは注意すること

□　休憩時間のストレッチなど一定の姿勢をとり続けないように心がけること

□　無理な姿勢をとらないようにすること

□　治ゆ後、労働局にアフターケア制度の相談をすること（該当者のみ）

□　現状どおりの生活で問題がないと指導した

□　睡眠時間をしっかりとること

□　長時間の残業は避けること

□　長期の出張や海外出張は避けること

□　定期的に自分で脈拍のチェックをすること

□　食事の内容、摂取量について注意すること

□　患部の保温に努めること

３か月以上の療養を行っている傷病労働者
に対して、治ゆが見込まれる時期及び治ゆ
後における日常生活(就労を含む)上の注意
事項等について、指導することで、同一傷
病労働者につき、１回に限り算定できる。

●医師が指導を行う
●診療費請求内訳書の摘要欄に指導年月日
及び治ゆが見込まれる時期を記載

社会復帰支援指導料 １３０点 労災特例

別紙様式６
（労災診療費算定基準本 P101 参照）

※当該指導は、早期社会復帰のための指導項目（別紙様式６）
に基づき必要事項を記載して診療録に添付すること


